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 （百万円未満切捨て） 
１．平成 26 年３月期第２四半期(中間期)の連結業績（平成 25年４月１日 ～ 平成 25年９月 30日） 
(1) 連結経営成績         （％表示は対前年中間期増減率） 

 経 常 収 益 経 常 利 益 中 間 純 利 益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

26 年３月期中間期 7,538,261 △4.7 509,814 △9.2 219,805 △7.2

25 年３月期中間期 7,909,728 △5.4 561,256 5.5 236,872 2.7

（注）包括利益 26 年３月期中間期 182,885 百万円（△37.4％） 25 年３月期中間期 292,271 百万円（10.2％） 
 

 
１ 株 当 た り 

中 間 純 利 益 

潜在株式調整後 

１ 株 当 た り 

中間純利益（注） 

 円  銭 円  銭 

26 年３月期中間期 1,465  37 ―  ― 

25 年３月期中間期 1,579  15 ―  ― 

（注）「潜在株式調整後１株当たり中間純利益」については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 
 
(2) 連結財政状態 

 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 

  百万円  百万円  ％ 

26 年３月期中間期 294,919,885 12,592,532 4.3 

25 年３月期 292,892,975 12,448,197 4.2 

（参考）自己資本  26 年３月期中間期 12,591,013 百万円  25 年３月期 12,446,776 百万円 
 
(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

 
営 業 活 動 に よ る 

キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る

キャッシュ・フロー

財 務 活 動 に よ る

キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物

中 間 期 末 残 高

  百万円  百万円  百万円  百万円 

26 年３月期中間期 1,829,405 1,363,741 △39,973 13,523,886 

25 年３月期中間期 △2,373,451 11,940,623 △38,983 14,089,773 

 
 
２．平成 26 年３月期の連結業績予想（平成 25年４月１日 ～ 平成 26 年３月 31 日） 
 （％表示は対前期増減率） 
 

経 常 利 益 当期純利益 １株当たり 
当期純利益 

 百万円  ％ 百万円  ％ 円 銭

通  期 900,000 △26.5 350,000 △37.8 2,333 33

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無 



※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

本資料に記載されている業績予想等の将来に関する記述は、当社が現時点で合理的であると判断する

一定の前提に基づいており、将来の業績は、経営環境に関する前提条件の変化等に伴い、予想と異なる

可能性があることにご留意ください。 

※ 注記事項 
(1) 当中間期における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）：無 
 
(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更  ：無 
② ①以外の会計方針の変更         ：無 
③ 会計上の見積りの変更          ：無 
④ 修正再表示               ：無 

 
(3) 発行済株式数（普通株式） 

 
期末発行済株式数 26年３月期中間期 150,000,000 株 25 年３月期 150,000,000 株

 
 
（参考）個別業績の概要 
 
１．平成 26 年３月期第２四半期(中間期)の個別業績（平成 25年４月１日 ～ 平成 25年９月 30日） 

(1) 個別経営成績                       （％表示は対前年中間期増減率） 

 営 業 収 益 営 業 利 益 経 常 利 益 中間純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

26 年３月期中間期 205,419 9.4 137,233 18.5 138,078 15.6 143,975 16.5

25 年３月期中間期 187,852 △4.4 115,771 △3.2 119,438 △1.2 123,623 △4.3
 

 
１株当たり 

中間純利益 

      円 銭 

26 年３月期中間期 959 83 

25 年３月期中間期 824 16 

 
 

(2) 個別財政状態 

 総 資 産 純 資 産 自己資本比率 

  百万円  百万円 ％ 

26 年３月期中間期 9,722,842 8,708,269 89.6 

25 年３月期 9,711,170 8,602,843 88.6 

（参考）自己資本  26 年３月期中間期 8,708,269 百万円  25 年３月期 8,602,843 百万円 
 
 
２．平成 26 年３月期の個別業績予想（平成 25年４月１日 ～ 平成 26 年３月 31 日） 
 （％表示は対前期増減率） 

 営 業 収 益 経 常 利 益 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通  期 262,000 △1.2 118,000 △6.1 135,000 △7.0 900 00
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１．企業集団の状況 

 

日本郵政グループは、当社、子会社 17 社（うち連結子会社 15 社）及び関連会社２社で構成され、郵便事

業・物流業、郵便局事業、銀行業、生命保険業等の業務を営んでおります。 

各業務における当社及び当社の主要な関係会社の位置づけ等を事業系統図によって示すと次のとおりとな

ります。 

（平成 25年９月 30日現在） 

 

 

○ 連結子会社  △ 持分法適用関連会社 

 
日本郵政株式会社 

 ○ 日本郵便株式会社 

○ 日本郵便輸送株式会社 

ほか、連結子会社４社 

○ 日本郵政スタッフ株式会社 

○ ゆうせいチャレンジド株式会社 

○ ＪＰホテルサービス株式会社 

○ 日本郵政インフォメーションテクノロジー株式会社 

○ 株式会社ゆうちょ銀行  

△ ＳＤＰセンター株式会社 

△ 日本ＡＴＭビジネスサービス株式会社 

 ○ 株式会社かんぽ生命保険 

○ かんぽシステムソリューションズ
株式会社 

○ 株式会社郵便局物販サービス 

○ ＪＰビルマネジメント株式会社 
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２．当中間期決算に関する定性的情報 

(1) 経営成績に関する説明 

当中間連結会計期間における主要４社（日本郵政株式会社、日本郵便株式会社、株式会社ゆうちょ銀行

及び株式会社かんぽ生命保険）の中間純損益は次のとおりとなります。 

会 社 中間純損益 

日 本 郵 政 株 式 会 社 1,439 億円

日 本 郵 便 株 式 会 社 △37億円

株式会社ゆうちょ銀行 1,900 億円

株式会社かんぽ生命保険 195 億円

このほかの子会社及び関連会社を連結した結果、当中間連結会計期間の中間純利益（連結）は、2,198 億

円となりました。 

(2) 財政状態に関する説明 

当中間連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べ２兆 269 億円増加し、294 兆 9,198 億

円となりました。このうち、有価証券が 245 兆 1,401 億円、貸出金は 14 兆 8,834 億円となりました。 

当中間連結会計期間末における負債合計は、前連結会計年度末に比べ１兆 8,825 億円増加し、282 兆 3,273

億円となりました。このうち、貯金は 175 兆 2,456 億円、保険契約準備金は 82兆 9,261 億円となりました。 

純資産は、前連結会計年度末 12 兆 4,481 億円から剰余金の配当 385 億円を除き、中間純利益（連結）2,198

億円等を加えた結果、12兆 5,925億円となりました。純資産の部中、その他有価証券評価差額金は２兆3,447

億円となりました。 

(3) 連結業績予想などの将来予測情報に関する説明 

平成 26年３月期の連結業績予想は、平成 25 年５月 15 日公表の数値から修正しておりません。 
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３．中間連結財務諸表 

(1) 中間連結貸借対照表 

（単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

（平成25年３月31日） 
当中間連結会計期間 
（平成25年９月30日） 

資産の部 

現金預け金 10,862,494 14,064,386 

コールローン 2,041,185 2,034,962 

債券貸借取引支払保証金 10,472,820 10,482,803 

買入金銭債権 486,253 254,341 

商品有価証券 247 499 

金銭の信託 3,295,696 3,241,390 

有価証券 244,330,341 245,140,111 

貸出金 16,659,553 14,883,461 

外国為替 3,051 23,131 

その他資産 1,175,289 1,192,231 

有形固定資産 2,712,047 2,677,134 

無形固定資産 253,244 254,028 

繰延税金資産 462,515 533,366 

支払承諾見返 145,000 145,000 

貸倒引当金 △ 6,765 △ 6,963 

資産の部合計 292,892,975 294,919,885 
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（単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

（平成25年３月31日） 
当中間連結会計期間 
（平成25年９月30日） 

負債の部 

貯金 174,857,218 175,245,643 

保険契約準備金 84,746,052 82,926,124 

支払備金 947,123 810,769 

責任準備金 81,401,981 79,810,112 

契約者配当準備金 2,396,947 2,305,242 

債券貸借取引受入担保金 12,557,798 16,002,463 

外国為替 272 313 

その他負債 3,384,192 3,274,641 

賞与引当金 96,017 96,836 

退職給付引当金 3,259,201 3,220,893 

特別法上の準備金 522,872 552,620 

価格変動準備金 522,872 552,620 

繰延税金負債 876,152 862,815 

支払承諾 145,000 145,000 

負債の部合計 280,444,778 282,327,352 

純資産の部   

資本金 3,500,000 3,500,000 

資本剰余金 4,503,856 4,503,856 

利益剰余金 2,527,181 2,708,437 

株主資本合計 10,531,037 10,712,293 

その他有価証券評価差額金 2,292,561 2,344,762 

繰延ヘッジ損益 △ 376,823 △ 466,041 

その他の包括利益累計額合計 1,915,738 1,878,720 

少数株主持分 1,421 1,518 

純資産の部合計 12,448,197 12,592,532 

負債及び純資産の部合計 292,892,975 294,919,885 
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(2) 中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書 

中間連結損益計算書 

（単位：百万円） 

 
前中間連結会計期間 

（自 平成24年４月１日 
至 平成24年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成25年４月１日 
至 平成25年９月30日） 

経常収益 7,909,728 7,538,261 

郵便事業収益 777,541 793,273 

銀行事業収益 1,101,890 1,069,873 

生命保険事業収益 5,958,044 5,594,105 

その他経常収益 72,252 81,009 

経常費用 7,350,998 7,028,447 

業務費 6,125,790 5,823,371 

人件費 1,101,959 1,115,356 

減価償却費 81,060 86,523 

その他経常費用 42,188 3,196 

社会・地域貢献基金運用収益 2,527 － 

社会・地域貢献基金運用収入 2,527 － 

社会・地域貢献基金運用費用 0 － 

経常利益 561,256 509,814 

特別利益 1,264 758 

固定資産処分益 317 192 

関係会社清算益 241 － 

移転補償料 88 248 

受取補償金 489 317 

その他の特別利益 128 0 

特別損失 21,925 45,561 

固定資産処分損 2,361 10,150 

減損損失 3,230 4,089 

特別法上の準備金繰入額 12,937 29,748 

価格変動準備金繰入額 12,937 29,748 

グループ再編関連費用 3,059 － 

その他の特別損失 336 1,574 

契約者配当準備金繰入額 154,672 123,887 

税金等調整前中間純利益 385,924 341,122 

法人税、住民税及び事業税 223,520 183,818 

法人税等調整額 △ 74,505 △ 62,598 

法人税等合計 149,014 121,220 

少数株主損益調整前中間純利益 236,909 219,902 

少数株主利益 37 97 

中間純利益 236,872 219,805 
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中間連結包括利益計算書 

（単位：百万円） 

 
前中間連結会計期間 

（自 平成24年４月１日 
至 平成24年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成25年４月１日 
至 平成25年９月30日） 

少数株主損益調整前中間純利益 236,909 219,902 

その他の包括利益 55,361 △ 37,017 

その他有価証券評価差額金 39,241 52,200 

繰延ヘッジ損益 16,120 △ 89,218 

中間包括利益 292,271 182,885 

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 292,234 182,787 

少数株主に係る中間包括利益 37 97 
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(3) 中間連結株主資本等変動計算書 

（単位：百万円） 

 
前中間連結会計期間 

（自 平成24年４月１日 
  至 平成24年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成25年４月１日 

  至 平成25年９月30日） 

株主資本 

資本金   

当期首残高 3,500,000 3,500,000 

当中間期末残高 3,500,000 3,500,000 

資本剰余金   

当期首残高 4,503,856 4,503,856 

当中間期末残高 4,503,856 4,503,856 

利益剰余金   

当期首残高 1,942,074 2,527,181 

当中間期変動額   

剰余金の配当 △ 37,851 △ 38,550 

中間純利益 236,872 219,805 

当中間期変動額合計 199,021 181,255 

当中間期末残高 2,141,096 2,708,437 

株主資本合計   

当期首残高 9,945,930 10,531,037 

当中間期変動額   

剰余金の配当 △ 37,851 △ 38,550 

中間純利益 236,872 219,805 

当中間期変動額合計 199,021 181,255 

当中間期末残高 10,144,952 10,712,293 

社会・地域貢献基金   

当期首残高 60,204 － 

当中間期末残高 60,204 － 

社会・地域貢献基金評価差額金   

当期首残高 1,080 － 

当中間期変動額   

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純額） △ 1,080 － 

当中間期変動額合計 △ 1,080 － 

当中間期末残高 － － 
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（単位：百万円） 

 
前中間連結会計期間 

（自 平成24年４月１日 
至 平成24年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成25年４月１日 
至 平成25年９月30日） 

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金   

当期首残高 997,387 2,292,561 

当中間期変動額   

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純
額） 

39,241 52,200 

当中間期変動額合計 39,241 52,200 

当中間期末残高 1,036,629 2,344,762 

繰延ヘッジ損益   

当期首残高 △ 70,589 △ 376,823 

当中間期変動額   

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純
額） 

16,120 △ 89,218 

当中間期変動額合計 16,120 △ 89,218 

当中間期末残高 △ 54,469 △ 466,041 

その他の包括利益累計額合計   

当期首残高 926,797 1,915,738 

当中間期変動額   

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純
額） 

55,361 △ 37,017 

当中間期変動額合計 55,361 △ 37,017 

当中間期末残高 982,159 1,878,720 

少数株主持分   

当期首残高 1,345 1,421 

当中間期変動額   

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純額） 35 97 

当中間期変動額合計 35 97 

当中間期末残高 1,381 1,518 

純資産合計   

当期首残高 10,935,358 12,448,197 

当中間期変動額   

剰余金の配当 △ 37,851 △ 38,550 

中間純利益 236,872 219,805 

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純額） 54,316 △ 36,920 

当中間期変動額合計 253,338 144,335 

当中間期末残高 11,188,697 12,592,532 
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(4) 中間連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円） 

 
前中間連結会計期間 

（自 平成24年４月１日 
至 平成24年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成25年４月１日 
至 平成25年９月30日） 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益 385,924 341,122 

減価償却費 81,060 86,523 

減損損失 3,230 4,089 

持分法による投資損益（△は益） △ 18 24 

支払備金の増減額（△は減少） △ 42,042 △ 136,353 

責任準備金の増減額（△は減少） △ 1,791,148 △ 1,591,868 

契約者配当準備金積立利息繰入額 4,853 3,033 

契約者配当準備金繰入額 154,672 123,887 

貸倒引当金の増減（△） △ 1,417 197 

賞与引当金の増減額（△は減少） 660 819 

退職給付引当金の増減額（△は減少） △ 31,367 △ 38,308 

価格変動準備金の増減額（△は減少） 12,937 29,748 

受取利息及び受取配当金 △ 757,149 △ 739,491 

支払利息 1,932 2,476 

資金運用収益 △ 958,294 △ 920,640 

資金調達費用 169,759 181,370 

有価証券関係損益（△） △ 38,715 △ 2,828 

金銭の信託の運用損益（△は運用益） △ 1,819 △ 85,323 

為替差損益（△は益） 45,398 △ 97,350 

固定資産処分損益（△は益） 1,998 9,936 

グループ再編関連費用 3,059 － 

貸出金の純増（△）減 5,445 654,615 

貯金の純増減（△） 252,151 388,425 

譲渡性預け金の純増（△）減 △ 20,000 30,000 

コールローン等の純増（△）減 △ 289,406 234,794 

債券貸借取引支払保証金の純増（△）減 572,257 △ 73,554 

債券貸借取引受入担保金の純増減（△） △ 1,167,045 2,269,610 

外国為替（資産）の純増（△）減 123 △ 20,079 

外国為替（負債）の純増減（△） 29 41 

資金運用による収入 1,057,549 1,015,956 

資金調達による支出 △ 77,172 △ 98,560 

その他 △ 237,866 △ 181,299 

小計 △ 2,660,418 1,391,011 

利息及び配当金の受取額 800,885 893,769 

利息の支払額 △ 1,897 △ 2,403 

契約者配当金の支払額 △ 211,940 △ 218,409 

法人税等の支払額 △ 300,206 △ 234,562 

その他 125 － 

営業活動によるキャッシュ・フロー △ 2,373,451 1,829,405 
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（単位：百万円） 

 
前中間連結会計期間 

（自 平成24年４月１日 
  至 平成24年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成25年４月１日 

  至 平成25年９月30日） 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

コールローンの取得による支出 △ 15,204,417 △ 16,642,752 

コールローンの償還による収入 15,409,414 16,421,352 

買入金銭債権の取得による支出 △ 2,700 △ 1,818,828 

買入金銭債権の売却・償還による収入 － 2,043,099 

債券貸借取引支払保証金・受入担保金の純増減額 148,520 1,238,626 

有価証券の取得による支出 △ 40,780,662 △ 28,968,059 

有価証券の売却による収入 3,318,783 1,669,794 

有価証券の償還による収入 49,231,116 26,194,208 

金銭の信託の増加による支出 △ 756,929 △ 134,900 

金銭の信託の減少による収入 446,638 457,446 

貸付けによる支出 △ 908,386 △ 833,861 

貸付金の回収による収入 1,588,633 1,946,659 

有形固定資産の取得による支出 △ 37,972 △ 29,024 

有形固定資産の売却による収入 1,232 862 

無形固定資産の取得による支出 △ 53,152 △ 45,285 

その他 △ 459,494 △ 135,595 

投資活動によるキャッシュ・フロー 11,940,623 1,363,741 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

借入れによる収入 1,410 1,850 

借入金の返済による支出 △ 1,518 △ 2,364 

配当金の支払額 △ 37,851 △ 38,550 

少数株主への配当金の支払額 △ 1 － 

その他 △ 1,023 △ 909 

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 38,983 △ 39,973 

現金及び現金同等物に係る換算差額 237 317 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 9,528,425 3,153,491 

現金及び現金同等物の期首残高 4,561,347 10,370,394 

現金及び現金同等物の中間期末残高 14,089,773 13,523,886 
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(5) 中間連結財務諸表に関する注記事項 

(継続企業の前提に関する注記) 

該当事項はありません。 

 

(中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項) 

 
当中間連結会計期間 

（自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日） 

１ 連結の範囲に関する事

項 

(1) 連結子会社 15 社 

主要な会社名 

日本郵便株式会社 

株式会社ゆうちょ銀行 

株式会社かんぽ生命保険 

(2) 非連結子会社 ２社 

東京米油株式会社 

ニッテイ物流技術株式会社 

非連結子会社は、その資産、経常収益、中間純損益（持分に見合う額）、利益剰余

金（持分に見合う額）及びその他の包括利益累計額（持分に見合う額）からみて、

連結の範囲から除いても企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断を

妨げない程度に重要性が乏しいため、連結の範囲から除外しております。 

２ 持分法の適用に関する

事項 

(1) 持分法適用の非連結子会社 

該当ありません。 

(2) 持分法適用の関連会社 ２社 

ＳＤＰセンター株式会社 

日本ＡＴＭビジネスサービス株式会社 

(3) 持分法非適用の非連結子会社 ２社 

東京米油株式会社 

ニッテイ物流技術株式会社 

持分法非適用の非連結子会社は、中間純損益（持分に見合う額）、利益剰余金（持

分に見合う額）及びその他の包括利益累計額（持分に見合う額）からみて、持分法

の対象から除いても中間連結財務諸表に重要な影響を与えないため、持分法の対象

から除いております。 

(4) 持分法非適用の関連会社 

該当ありません。 

３ 連結子会社の中間決算

日等に関する事項 

 連結子会社の中間決算日 

９月末日  15 社 

４ 会計処理基準に関する

事項 

 

(1) 商品有価証券の評 

価基準及び評価方法 

商品有価証券の評価は、時価法により行っております。 

(2) 有価証券の評価基 

準及び評価方法 

① 有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定

額法）、「保険業における「責任準備金対応債券」に関する当面の会計上及び監査上の

取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第 21 号）に基づく責任準備金対

応債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、持分法非適用の非連結子会

社株式及び関連会社株式については移動平均法による原価法、その他有価証券は原則

として、株式については中間連結決算日前１カ月の市場価格の平均等、それ以外につ

いては中間連結決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は主として移動平均法

により算定）、ただし時価を把握することが極めて困難と認められるものについては移

動平均法による原価法又は償却原価法（定額法）により行っております。 

なお、その他有価証券の評価差額（為替変動による評価差額を含む。ただし、為替

変動リスクをヘッジするために時価ヘッジを適用している場合を除く。）については、

全部純資産直入法により処理しております。 

 

 

② 金銭の信託において信託財産を構成している有価証券の評価は、上記①と同様の方

法によっております。 

なお、その他の金銭の信託の評価差額については、全部純資産直入法により処理し

ております。 

  

 



 

13 

 
当中間連結会計期間 

（自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日） 

(3) デリバティブ取引 

の評価基準及び評価 

方法 

デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。 

(4) 固定資産の減価償却

の方法 

 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

有形固定資産の減価償却は、定額法を採用しております。 

また、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建 物  ２年 ～ 50 年 

その他  ２年 ～ 75 年 

② 無形固定資産（リース資産を除く） 

無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェア

については、当社及び連結子会社で定める利用可能期間（主として５年）に基づいて

償却しております。 

③ リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る｢有形固定資産｣及び｢無形固定資産｣

中のリース資産は、リース期間を耐用年数とした定額法により償却しております。な

お、残存価額については、リース契約上に残価保証の取決めがあるものは当該残価保

証額とし、それ以外のものは零としております。 

(5) 貸倒引当金の計上 

基準 

① 当社及び連結子会社（銀行子会社及び保険子会社を除く。）の貸倒引当金は、一般債

権については過去の貸倒実績率等を勘案して必要と認めた額、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額をそれぞれ計上しており

ます。 

② 銀行子会社における貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のと

おり計上しております。 

「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する

実務指針」（日本公認会計士協会銀行等監査特別委員会報告第４号）に規定する正常先

債権及び要注意先債権に相当する債権については、一定の種類毎に分類し、予想損失

率等に基づき計上しております。破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額

から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち

必要と認める額を計上しております。破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権

については、債権額から担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除

した残額を計上しております。 

銀行子会社におけるすべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署

等が資産査定を実施し、当該部署から独立した資産監査部署が査定結果を監査してお

ります。 

③ 保険子会社における貸倒引当金は、債権の貸倒れによる損失に備えるため、資産の

自己査定基準及び償却・引当基準に則り、貸倒実績率に基づき算定した額及び個別に

見積もった回収不能額を計上しております。 

保険子会社におけるすべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、関連部署が資

産査定を実施し、当該部署から独立した資産監査部署が査定結果を監査しており、そ

の査定結果に基づいて上記の引当を行っております。 

(6) 賞与引当金の計上 

基準 

賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給

見込額のうち、当中間連結会計期間に帰属する額を計上しております。 

(7) 退職給付引当金の 

計上基準 

 

① 退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退

職給付債務の見込額に基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認めら

れる額を計上しております。また、過去勤務債務及び数理計算上の差異の費用処理方

法は次のとおりであります。 

過去勤務債務   その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（８

年～14年）による定額法により費用処理 

数理計算上の差異 各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一

定の年数（８年～14 年）による定額法により按分した額を、

それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理 

 ② 退職共済年金負担に要する費用のうち、逓信省及び郵政省（郵政事業に従事）に勤

務し昭和34年１月以降に退職した者の昭和33年12月以前の勤務期間に係る年金給付

に要する費用（以下「整理資源」という。）の負担について、当該整理資源に係る負担

額を算定し「退職給付引当金」に含めて計上しております。 

数理計算上の差異については、発生時における対象者の平均残余支給期間以内の一

定の年数（10年）による定額法により按分した額を発生の翌連結会計年度から費用処

理しております。 
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当中間連結会計期間 

（自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日） 

（追加情報） 

「被用者年金制度の一元化等を図るための厚生年金保険法等の一部を改正する法

律」（平成 24年法律第 63号）により恩給期間に係る給付が将来減額されることとな

り、施行期日を平成 25年８月１日と定める政令（平成 25年政令第 225 号）が平成 25

年７月 31日に公布されたことから、今後必要な情報の提供を受けて影響額の算定を

進めることとなりますが、退職給付引当金に含めて認識されている債務が減額される

見込みであります。 

③ 退職共済年金負担に要する費用のうち、逓信省及び郵政省（郵政事業に従事）に勤

務し昭和 33 年 12 月以前に退職した者の恩給給付に要する費用（以下「恩給負担金」

という。）の負担について、当該恩給負担金に係る負担額を算定し「退職給付引当金」

に含めて計上しております。 

数理計算上の差異については、発生時における対象者の平均残余支給期間以内の一

定の年数（５年）による定額法により按分した額を発生の翌連結会計年度から費用処

理しております。 

(8) 外貨建の資産・負債

の本邦通貨への換算 

基準 

外貨建資産・負債は、主として中間連結決算日の為替相場による円換算額を付してお

ります。 

(9) 重要なヘッジ会計 

の方法 

① 金利リスク・ヘッジ 

金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、原則として繰

延ヘッジによっております。 

小口多数の金銭債務に対する包括ヘッジについては、「銀行業における金融商品会計

基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会

報告第 24号）に規定する繰延ヘッジを適用しております。 

ヘッジ有効性評価の方法については、小口多数の金銭債務に対する包括ヘッジの場

合には、相場変動を相殺するヘッジについて、ヘッジ対象となる貯金とヘッジ手段で

ある金利スワップ取引等を一定の残存期間毎にグルーピングのうえ特定し評価してお

ります。 

個別ヘッジの場合には、ヘッジ対象とヘッジ手段に関する重要な条件が金利スワッ

プの特例処理の要件とほぼ同一となるヘッジ指定を行っているため、高い有効性があ

るとみなしており、これをもって有効性の評価に代えております。 

また、一部の金融資産・負債から生じる金利リスクをヘッジする目的で、金利スワ

ップの特例処理を適用しております。 

② 為替変動リスク・ヘッジ 

外貨建有価証券の為替相場の変動リスクをヘッジする目的で、繰延ヘッジ、時価ヘ

ッジ又は振当処理を適用しております。 

外貨建有価証券において、事前にヘッジ対象となる外貨建有価証券の銘柄を特定し、

当該外貨建有価証券について外貨ベースで取得原価以上の直先負債が存在すること等

を条件に包括ヘッジとしております。 

ヘッジの有効性評価は、個別ヘッジの場合には、ヘッジ対象とヘッジ手段に関する

重要な条件がほぼ同一となるようなヘッジ指定を行っているため、高い有効性がある

とみなしており、これをもって有効性の評価に代えております。 

(10) 価格変動準備金の 

計上方法 

価格変動準備金は、保険業法第 115条の規定に基づき、年間所要相当額を期間按分し

た額を計上しております。 

(11) 中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲 

中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲は、手許現金、随時引き出し

可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価額の変動について僅少なリスクしか

負わない取得日から３カ月以内に償還期限の到来する短期投資（銀行子会社における

「現金預け金」のうち、譲渡性預け金を除く。）であります。 

(12) その他中間連結財

務諸表作成のための

基本となる重要な事

項 

 

① 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

② 連結納税制度の適用 

当社及び一部の連結子会社は、当社を連結親法人として、連結納税制度を適用して

おります。 

③ 責任準備金の積立方法 

責任準備金は、保険業法第 116 条の規定に基づく準備金であり、保険料積立金につ

いては次の方式により計算しております。 

(a) 標準責任準備金の対象契約については、金融庁長官が定める方式（平成８年大

蔵省告示第 48号） 

(b) 標準責任準備金の対象とならない契約については、平準純保険料式 
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当中間連結会計期間 

（自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日） 

なお、平成 22 年度より、独立行政法人郵便貯金・簡易生命保険管理機構からの受

再保険の一部を対象に、保険業法施行規則第 69 条第５項の規定により責任準備金を

10年間にわたり追加して積み立てることとしております。これに伴い、当中間連結会

計期間に積み立てた額は、87,268 百万円であります。 

 

(表示方法の変更) 

当中間連結会計期間 

（自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日） 

（中間連結損益計算書関係） 

 前中間連結会計期間において特別利益の「その他の特別利益」に含めておりました「移転補償料」は、特別利益の

総額の 100 分の 10 を超えたため、当中間連結会計期間より区分掲記することといたしました。この表示方法の変更

を反映させるため、前中間連結会計期間の中間連結財務諸表の組替えを行っております。 

この結果、前中間連結会計期間の中間連結損益計算書において、特別利益の「その他の特別利益」に表示していた

216 百万円は、「移転補償料」88百万円、「その他の特別利益」128百万円として組み替えております。 
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４．中間財務諸表 

(1) 中間貸借対照表 

（単位：百万円） 

 
前事業年度 

（平成25年３月31日） 
当中間会計期間 

（平成25年９月30日） 

資産の部 

流動資産  

現金及び預金 179,049 186,384 

未収入金 164,507 156,657 

有価証券 4,800 14,000 

たな卸資産 618 580 

短期貸付金 300 8,180 

前払費用 64 471 

その他 535 1,030 

貸倒引当金 △ 9 △ 7 

流動資産合計 349,865 367,296 

固定資産  

有形固定資産   

建物（純額） 38,033 36,560 

工具器具備品（純額） 16,635 14,400 

土地 92,381 92,249 

その他（純額） 2,390 2,368 

有形固定資産合計 149,441 145,579 

無形固定資産 5,980 3,231 

投資その他の資産   

関係会社株式 9,195,299 9,195,299 

長期貸付金 10,420 10,370 

長期前払費用 57 54 

破産更生債権等 116 119 

その他 106 1,010 

貸倒引当金 △ 116 △ 119 

投資その他の資産合計 9,205,883 9,206,734 

固定資産合計 9,361,305 9,355,545 

資産合計 9,711,170 9,722,842 
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（単位：百万円） 

 
前事業年度 

（平成25年３月31日） 
当中間会計期間 

（平成25年９月30日） 

負債の部 

流動負債   

未払金 18,933 10,449 

未払法人税等 159,151 107,766 

未払消費税等 82 260 

未払費用 3,231 3,287 

賞与引当金 1,754 1,836 

ポイント引当金 452 433 

その他 1,247 1,078 

流動負債合計 184,854 125,113 

固定負債   

退職給付引当金 897,775 864,392 

役員退職慰労引当金 149 － 

公務災害補償引当金 23,466 22,998 

その他 2,080 2,068 

固定負債合計 923,471 889,459 

負債合計 1,108,326 1,014,573 

純資産の部 

株主資本   

資本金 3,500,000 3,500,000 

資本剰余金   

資本準備金 4,503,856 4,503,856 

資本剰余金合計 4,503,856 4,503,856 

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 598,987 704,413 

利益剰余金合計 598,987 704,413 

株主資本合計 8,602,843 8,708,269 

純資産合計 8,602,843 8,708,269 

負債純資産合計 9,711,170 9,722,842 
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(2) 中間損益計算書 

（単位：百万円） 

 
前中間会計期間 

（自 平成24年４月１日 
至 平成24年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成25年４月１日 
至 平成25年９月30日） 

営業収益   

関係会社受入手数料 5,158 5,174 

関係会社受取配当金 105,353 131,253 

受託業務収益 32,705 27,117 

貯金旧勘定交付金 16,285 13,306 

医業収益 12,501 12,678 

宿泊事業収益 15,848 15,889 

営業収益合計 187,852 205,419 

営業費用   

受託業務費用 29,763 25,998 

医業費用 14,701 15,171 

宿泊事業費用 16,204 16,316 

管理費 11,411 10,701 

営業費用合計 72,081 68,186 

営業利益 115,771 137,233 

営業外収益   

受取賃貸料 1,362 1,294 

その他 342 247 

営業外収益合計 1,705 1,541 

営業外費用   

支払利息 6 3 

賃貸費用 512 562 

その他 45 130 

営業外費用合計 564 696 

社会・地域貢献基金運用収益   

社会・地域貢献基金運用収入 2,527 － 

社会・地域貢献基金運用費用 0 － 

社会・地域貢献基金運用収益合計 2,527 － 

経常利益 119,438 138,078 

特別利益   

受取補償金 489 － 

固定資産売却益 － 1 

その他 － 0 

特別利益合計 489 2 

特別損失   

固定資産除却損 26 10 

減損損失 2,581 1,683 

グループ再編関連費用 953 － 

特別損失合計 3,560 1,694 

税引前中間純利益 116,367 136,386 

法人税、住民税及び事業税 △ 7,256 △ 7,588 

法人税等合計 △ 7,256 △ 7,588 

中間純利益 123,623 143,975 
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(3) 中間株主資本等変動計算書 

（単位：百万円） 

 
前中間会計期間 

（自 平成24年４月１日 
至 平成24年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成25年４月１日 
至 平成25年９月30日） 

株主資本 

資本金   

当期首残高 3,500,000 3,500,000 

当中間期末残高 3,500,000 3,500,000 

資本剰余金   

資本準備金   

当期首残高 4,503,856 4,503,856 

当中間期末残高 4,503,856 4,503,856 

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金   

当期首残高 431,406 598,987 

当中間期変動額   

剰余金の配当 △ 37,851 △ 38,550 

中間純利益 123,623 143,975 

当中間期変動額合計 85,772 105,425 

当中間期末残高 517,179 704,413 

株主資本合計   

当期首残高 8,435,262 8,602,843 

当中間期変動額   

剰余金の配当 △ 37,851 △ 38,550 

中間純利益 123,623 143,975 

当中間期変動額合計 85,772 105,425 

当中間期末残高 8,521,035 8,708,269 

社会・地域貢献基金   

当期首残高 60,204 － 

当中間期末残高 60,204 － 

社会・地域貢献基金評価差額金   

当期首残高 1,080 － 

当中間期変動額   

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純額） △ 1,080 － 

当中間期変動額合計 △ 1,080 － 

当中間期末残高 － － 
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（単位：百万円） 

 
前中間会計期間 

（自 平成24年４月１日 
至 平成24年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成25年４月１日 
至 平成25年９月30日） 

純資産合計   

当期首残高 8,496,547 8,602,843 

当中間期変動額   

剰余金の配当 △ 37,851 △ 38,550 

中間純利益 123,623 143,975 

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純額） △ 1,080 － 

当中間期変動額合計 84,691 105,425 

当中間期末残高 8,581,239 8,708,269 
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(4) 中間財務諸表に関する注記事項 

(重要な会計方針) 

 
当中間会計期間 

（自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日） 

１ 有価証券の評価基準

及び評価方法 

子会社株式及び関連会社株式については、移動平均法に基づく原価法、その他有価証

券で時価のあるもののうち、株式については中間会計期間末前１カ月の市場価格の平均

等、それ以外については中間会計期間末の市場価格等に基づく時価法（売却原価の算定

は移動平均法）、時価のないものについては、移動平均法に基づく原価法又は償却原価

法（定額法）により行っております。 

なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しており

ます。 

２ たな卸資産の評価基

準及び評価方法 

たな卸資産の評価基準及び評価方法は、移動平均法に基づく原価法(収益性の低下に

よる簿価の切下げの方法)によっております。 

３ 固定資産の減価償却

の方法 

(1) 有形固定資産（リース資産を除く） 

有形固定資産の減価償却は、定額法によっております。 

また、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建 物： ２年 ～ 50 年 

その他： ２年 ～ 60 年 

(2) 無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。 

耐用年数については、法人税法の定めと同一の基準によっております。 

自社利用のソフトウェアについては当社における利用可能期間（主として５年）に

基づいて償却しております。 

(3) リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産について、リース期間を

耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 

４ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

貸倒引当金は、債権の貸倒れによる損失に備えて、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能

見込額を計上しております。 

(2) 賞与引当金 

従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当中間会計期間に帰属する額

を計上しております。 

(3) ポイント引当金 

顧客へ付与されたポイントの利用に備えるため、当中間会計期間末において将来利

用されると見込まれる額を計上しております。 

(4) 退職給付引当金 

① 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に

基づき、当中間会計期間末において発生していると認められる額を計上しておりま

す。 

数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（10 年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の

翌事業年度から費用処理しております。 

② 退職共済年金負担に要する費用のうち、逓信省及び郵政省（郵政事業に従事）に

勤務し昭和34年１月以降に退職した者の昭和33年 12月以前の勤務期間に係る年金

給付に要する費用（以下「整理資源」という。）の負担について、当該整理資源に係

る負担額を算定し「退職給付引当金」に含めて計上しております。 

数理計算上の差異については、発生時における対象者の平均残余支給期間以内の

一定の年数（10 年）による定額法により按分した額を発生の翌事業年度から費用処

理しております。 

（追加情報） 

「被用者年金制度の一元化等を図るための厚生年金保険法等の一部を改正する法

律」（平成 24年法律第 63号）により恩給期間に係る給付が将来減額されることとな

り、施行期日を平成 25 年８月１日と定める政令（平成 25 年政令第 225 号）が平成

25年７月 31日に公布されたことから、今後必要な情報の提供を受けて影響額の算定

を進めることとなりますが、退職給付引当金に含めて認識されている債務が減額さ

れる見込みであります。 

③ 退職共済年金負担に要する費用のうち、逓信省及び郵政省（郵政事業に従事）に

勤務し昭和 33 年 12 月以前に退職した者の恩給給付に要する費用（以下「恩給負担
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当中間会計期間 

（自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日） 

金」という。）の負担について、当該恩給負担金に係る負担額を算定し「退職給付引

当金」に含めて計上しております。 

数理計算上の差異については、発生時における対象者の平均残余支給期間以内の

一定の年数（５年）による定額法により按分した額を発生の翌事業年度から費用処

理しております。 

(5) 公務災害補償引当金 

公務上の災害又は通勤による災害を受けた場合の職員又は遺族に対する年金の支出

に備えるため、当中間会計期間末における公務災害補償に係る債務を計上しておりま

す。 

数理計算上の差異については、発生時における対象者の平均残余支給期間以内の一

定の年数（15年）による定額法により按分した額を発生の翌事業年度から費用処理し

ております。 

５ その他中間財務諸表

作成のための基本とな

る重要な事項 

(1) 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

(2) 連結納税制度の適用 

当社を連結親法人とする連結納税制度を適用しております。  

 

(表示方法の変更) 

当中間会計期間 

（自 平成25年４月１日 至 平成25年９月30日） 

（中間貸借対照表関係） 

 前事業年度において、独立掲記しておりました「流動負債」の「災害損失引当金」は金額的に重要性が乏しくなっ

たため、当中間会計期間より「その他」に含めて表示しております。 

この結果、前事業年度の貸借対照表において、「流動負債」の「災害損失引当金」に表示していた 319 百万円は、「そ

の他」として組み替えております。 

 


